
JST社会技術研究開発センター
「地域に根ざした脱温暖化・環境共生社会」

1. 中山間地への人口移動がCO2をどの程度
削減するか

2. IUターンを受け入れ促進するための仕組
みを開発すること

 都市から農山村に人口移動することによる
ＣＯ2削減量の推定

 日本の国土における自然エネルギー自給地域の
条件整理と人口容量の推定

 自然エネルギーに基づいた人口還流に関する制
約条件の解明と目標値の設定

 都市から農山村への人口移動によるCO2削減効果
の計算

都市
中山
間地

Ｓ25・Ｈ17の国勢調査

都市 中山間地

2050人口推計

人
口

自然エネルギーで
賄える人口は移動
（市町村単位）

2パターンで、地域の自

然エネルギー自給力を推
算（既設も含）

• バイオマス
• 水力（大規模水力も含）
• 風力
• 地熱

中山間地の生活
はCO2ゼロ

一人当たりエネル
ギー消費量（家
庭）の推算

１．地域におけるエネルギーポテンシャルの把握

■算定の全プロセスに関わる前提条件

・全国データを3次メッシュ（１ｋｍ２）単位で計算し、全国単位での数量
の推計とともにマップ化を計る

・中山間地域の定義として、農水省の『農業地域類型」における「山間
農業地域」と「中間農業地域」を対象とする。

・地域の単位は、昭和25年度の市町村界
（合併後は、中山間地域と平野部がひとつの自治体に統合）

■エネルギー利用可能量に関わる前提条件

・総務省緑の分権改革
「強い制約条件」（シナリオ１）
「弱い制約条件」（シナリオ２）

※地図は、国土地理院、Google、バイオマス賦存量・利
用可能量の推計～GISデータベース～を利用。



出典：「再生可能エネルギー資源等の賦存量等の調査についての統一的なガイドライン～再生可能エネルギー資源
等の活用による「緑の分権改革」の推進のために～」（平成23年3月）緑の分権改革推進会議第四分科会

制約条件 出典等
シナリオ１
（強い制約）

シナリオ２
（弱い制約）

風力発電
（陸上）

風速
7.5m/s以上

風速
5.5m/s以上

総務省緑の分権におけるガ
イドラインのデータを使用

中小水力発電
（河川）

建設コスト
100万円/kW未満

建設コスト
260万円/kW未満

総務省緑の分権におけるガ
イドラインのデータを使用

地熱発電 53～120℃ 地熱資源量密度
1590kW/m2以上

地熱資源量密度
17kW/m2以上

総務省緑の分権におけるガ
イドラインのデータを使用

120 ～
150℃

地熱資源量密度
1050kW/m2以上

地熱資源量密度
7kW/m2以上

150℃～ 地熱資源量密度
7490kW/m2以上

地熱資源量密度
1020kW/m2以上

森林バイオマス
（林地残材、切捨間
伐）

利用可能量 賦存量 NEDO 「バイオマス賦存
量・利用可能量の推計」
（平成21年3月）

強い制約シナリオと弱い制約シナリオ 自然エネルギー利用に関わる条件

• 熱、電力ともに発生市町村で利用されると仮定

• バイオマスは熱利用（暖房、給湯）とし、不足分は電
力で補う（バイオマスボイラの熱転換効率：８５％）。

• バイオマス以外のエネルギーは電力利用（冷房、照
明・家電等、電気自動車）とした

• 電力が不足する場合はバイオマスを発電にも用いる

• 電力・熱は地方別にエネルギー消費原単位を設定
（出典：家庭用エネルギーハンドブック2009）

自然的制約（エネルギー利用可能量）のみに
基づく還流可能人口
シナリオ１（３２百万人）

人口還流の制約条件の設定

過去人口制約条件（社会的な制約条件）の設定

• 昭和２５年頃の中山間地の人口 最大人口容量と想定

• 過去人口＜将来人口 の時 還流＝0

• 将来人口は平成47年の推計値（国立社会保障・人口問題研究所）

自然的条件と社会的条件の重ね合わせ

→旧市町村単位ごとに、より少ない還流可能人口を採用
※過去人口＜将来人口ならば還流可能人口はゼロ



２０３５年の還流可能人口のまとめ

CO2削減量(百万ton/年） 64      200                 30       30                   9.4    19.6
現況からの削減割合（家庭） 24%    75%               11%    11%                3.4%   7.4%
農村人口分の削減 10%    10%                10%   10%               10%     10%

単純に 人口1人当たり2ton/年 減少するとした

 東日本に大きなポテンシャルがある

 中山間地がエネルギー自給するだけでも
10％の削減はできる。

 昭和25年、制約においてもCO2は20％程度
の削減は可能

 東日本においては昭和25年制約以上の人
口移動が自然エネルギーの面からは可能

 宮崎県五ヶ瀬町を対象にIUターンを受け

入れ促進するための仕組みを開発するこ
と

 すなわち、なぜIUターンが進まないのか

を明らかにし、どうすれば解決できるの
かの筋道をつける。



 地元の関心懸念構造の把握

 聞き取り 人口4333人 2011年11月推計、聞きとり感じ取り、山下研究
員中心 130名の方のべ500人を超える

 寺回り⇒地域の社会構造の把握、多面的な情報収集、4地区に分かれて
いる

 子育てセンター⇒地域の懸念への対応

 鹿教育⇒地域の懸念への対応

 バースセンター視察⇒女性の主体形成

 企業化イメージの構築⇒公を担うエネルギー起業
 公民館長会、議会、町への説明
 小水力デモ（水神、ペルトン）
 勉強会・個別説明（波帰・土生）⇒先行地区の主体形成
 緑の分権事業への応募⇒町の主体形成
 五ヶ瀬地区へ先行事例の導入
 企業の立ち上げ
 広報、他市町村への展開
 水利権などの手続きの簡易化、手続きのパッケージ化

五ヶ瀬町 資源分散図
お寺：非公開版
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荒踊りの里
1区全員参加世襲の配
置、中心のお寺。
自治会と表裏一体

元天台；別当観音寺、おそらく最
古。1区の荒踊り集団のＩターン時
期に浄土真宗に…（猿；牛王）？

現在の地域づくりの中心

神道に押された地域

町役場の元会計室長がご住職、
自ら農の世界に飛び込み、地
域の人目線を最重視し、かつ
形骸化する仏事に対して真正
面から挑む姿が門徒に伝わる、



2014年

木材の活用

新産業創生と雇用増大のシナリオ
人口還流； 5000人を養うために必要な雇用人数1600人（5人家族で1.5人が働く場合）

のシナリオ。新雇用が生まれた場合の周辺産業への波及効果を2倍と見積もる。

付加価値の高い農業

パプリカ
トマト
花卉
山菜
茶

椎茸

•協働が鍵
•自然エネルギーの利用
•成功事例の共有
•技術力向上
•自発的市場開拓
•切磋琢磨
•6次産業化

パプリカ
トマト
花卉
山菜
茶

椎茸
＋

1品種
＋30人の雇用

パプリカ
トマト
花卉
山菜
茶

椎茸
＋

1品種
＋

19品種

＋600人の雇用

小水力、太陽光など事業拡大

一部での成功を発展

土地の特性を活かした
農業

必要なサービス・顧客
層・営業見直し

「五ヶ瀬な
らでは」の
食材
↓

サービス技
術向上

旅館・民宿
農家民泊・
直販所
↓
活性化
＋レストラン

旅館・民宿
農家民泊・
直販所

＋30人
の雇用 観光客増加

100倍

＋320人
の雇用

町営第3セクター
スキー場
ワイナリー
自然学校 自然教育学校

組合
五ヶ瀬自然大
学設立

＋100人
の雇用

地域の全員参加による、
人に来てもらい、見てもらい
味わってもらい、住みたくなる
真の「観光」業化

＋100人
の雇用

地域産物を使った魅力的観光

協
力

協
力

協
力

現状

持続可能な林業

熱源としてバイオマス導入 バイオマス
事業体

＋3人
の雇用

規模100倍 ＋300人
の雇用

薪ストーブ・ボイラの普及 モデルプロ
ジェクト町産木材の木造住宅

五ヶ瀬住宅
組合

＋50人
の雇用

浮世風呂等複
合公的事業化

開業一号

＋30人
の雇用

＋120人
の雇用

自然エネルギ―利用を中心とした産業創生

バイオマスエネル
ギーへの供給源＋

現状

浮世風呂等複
合公的事業化

開業三号

協
力 協力

協
力

＋50人
の雇用協力

協力

協力

九州獣害対策
連合

獣害対策
事業化

＋10人
の雇用

鹿対策

公共事業の木質化

2011年 2050年

・つなぐ
・夢

・雇用
・地域の課題解決

五ヶ瀬町の地域の課題
•仕事
•専業主婦乳幼児母親の孤立
•産院が無い
•獣害（鹿、猪）
•いろいろなことがつながっていない
•若者が少ない、高齢化

百人聞き取り

自然エネルギー会社

多面的交流

自然エネルギー社中(株)
・発電施設の設置
・発電施設の管理
・売電
・資金調達
・資金管理

研究
チーム

バックアップ

出資：町、住民、有志

地域のための、志の高い企業として設立
自然エネルギーを活用した企業

①自然エネルギーは地域の持続的な発展のために使う
②ＩＵターンの促進に寄与する
③地域の全員参加の仕組みを作る。
④都市住民も係われるようにする。
⑤権利は基本的に地元が持つ。
⑥権利を持つ人と応援する人の仕分けをする。
⑦発電施設ごとに権利の持ち分の割合を変える。

自然エネルギー社中（資金は市民が、権利は地元が、施設ごとに増資を行う）

早めに、１０００ＫＷ程度の発電施設を確保することが重要。
中小企業ファンド

Ａ発電施設

地元８割

町２割

A発電用増資
市民債権

Ｂ発電施設

地元７割

町３割

B発電用増資
市民債権

配当は地元産品
ＩＵターン予備軍市民債権

つなぐための社会的装置 産業連関の発生
雇用発生

カフェ、パン

浴場（介護
浴場込み）

助産院
インフォ
メーション

電気バス

産直
エネルギー
社中本社

おにぎり
アイス

老人セン
ター

レストラン

結婚式場

複合施設イメー
ジ



小水力
 100kw 売電量 2200万円/年 建設費が1億2000万円程度。

 元本返済700万円、維持管理（地元へ）300万円、利息100万円（700人×1000
円）、減価償却700万円 社中へ300万円程度

 建設費の内、社中へおよそ500-1000万円

 1000kw 社中年間3000万円＋年間建設5件2500－5000万円

 人件費が半分とすると2500－4000万円 5人程度の雇用は可能。各施設には、
アルバイト程度の雇用が発生する。その規模は、20－30人になろう。

 3000kw程度 経営は安定

 3000kw程度までが五ヶ瀬町での開発であり、それ以上は他の地域に出ていく
必要

 10000kw 地区ごとの分社化
社中は自然エネルギー販売会社として自立することができる。

バイオマス
現在のところ3施設、五ヶ瀬一貫校、役場、温泉、バイオマス熱供給。施設

は社中が所有。薪やチップの供給を地元の企業からしてもらうことによって、
林業とつながる。バイオマスでは、維持管理にそれぞれの施設にアルバイト
の雇用が必要である。また、バイオマスの供給側に雇用が発生する。

複合施設

複合施設は町の課題の解決とともに産業の連関を図る重要な施設となる。

産直場で10人
浴場で5人
助産施設で4人
レストランで7人
カフェ・パン屋で７人

バスの運営2人
おにぎりアイスの販売で5人
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（出典）１）国土交通省一級河川における水力発電施設諸元一覧（平成22年3月31日）

２）五ヶ瀬川流域図（建設省 延岡工事事務所、平成11年6月）（2011年10月12日収集）

○五ヶ瀬町内の既存水力発電所（最大）
6:回淵発電所：1100kW
3:三カ所発電所：1400kW
8:桑野内発電所：6400kW

合計：8,900kW×6500h＝57,850ＭＷh/y

17,127kW-8,900kW=8,227kW:未開発包蔵量

○五ヶ瀬町内の電力使用量（H17年度）
 民生家庭：7,140MWh/y
 産業： 4,648MWh/y
 民生業務：5,422MWh/y

 合計= 17,210MWh/y
出典：『五ヶ瀬町地域省エネルギービジョン策定事業報告書』（平成18年2月）, 41頁を元に算出
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※著作権保護のため地図ボカシ



期待される小水力発電開発のループ

川見分け地域での合意
形成（やろうか！）

施工・施工管理

電気事業主体形成
（やろう！）

発電運用

地域のための
再投資

発電計画策定

利益

Start!

資金集め

適正価格・適正な
発電機の設計

諸手続
適正企業への
発注

地元で作れるか？

小水力発電のミッシングリンク

 五ヶ瀬町役場で課長さんたちとの喧々諤々の議

論があったが、町の総意としてIU研究会が提示

した起業イメージに取り組む体制ができた。

 予算申請それからプロジェクトの実施という共

同作業の中で町の中に主体が形成された。
①波帰川

④三ヶ所用水

②土生用水

③祇園の用水

●
五
ヶ
瀬
町
中
心
部

①波帰川 ②土生用水 ③祇園の用水 ④三ヶ所用水

特徴 23年9月の公民館長

会の総意で、最初
の小水力発電検討
地として決定。

ヤマメの養殖場跡
地を使って発電所
を建設、水路には
町道を検討中。

緑の分権で、まず
50kwの小水力発電
所の建設を目指す。

地域の高齢者が長
生きしたくなるく
らい盛り上がって
いる。

五ヶ瀬町内でも、
もっともまとまり
の強い集落。

集落員によって構
成される水利組合
によって管理され
ている。

もっとも合意形成
が素早く、すぐに
行動に移すことが
できる。

すいじん3号を

使って地域の人た
ちがやってみる。

今年の祇園祭で、
ペルトン水車を
使った発電デモ
ンストレーショ
ンを行った。

地域の人たちか
ら、ペルトン水
車を常設してほ
しい… という声
が上がっている。

単体では五ヶ瀬町
内で最大級の発電
ポテンシャルがあ
る。

過去に何度か水力
発電計画が持ち上
がった経緯がある。

土地改良区が大き
く、水路建設後の
さまざまな軋轢が
残り、合意形成に
困難さが予測され
ている。

発電形
態

100kw級
売電モデル

2kw程度
集落施設で利用

0.5kw
商店街の街灯に
希望の声

400kw級

P

波帰地区の集水域と発電の経路



P

波帰地区の集水域と発電の経路

流量は0.2m3/s
落差を70mとすると

出力=７×流量（ m3/s ）×落差
（m）

=７×0.1×70
=49kW 今回 12kW 

売電量=35円/kW×12kw/時間
×6500時間
= 273万円/年

ピコ発電

波帰集落

発電

70m   落差

１0kW級

50kW級

獣害
電柵

 緑の分権改革 町が総務省から受託費獲得
 実証調査
 五ヶ瀬町に小水力実証調査
 小水力施設導入 波帰

▪ 10kW級の発電機の導入
▪ ５ｋＷ ２機 1000万円程度 リースで対応
▪ 設計 200万円程度
▪ 土木工事 500万円程度に抑えたい

▪ 1ｋｗ100万円以下を目指したが、色々な制約条件の元できな
かった

 安くなるには
 発電施設のコストダウン⇒イタリア製16kW600万円
 パワコン⇒太陽光のものが使えないのか？

• 環境教育用の小水力発電
（ニュージーランド、エコ
イノベーション社製、イズ
ミ電気輸入、ペルトン水力
発電システム: Model BE）

• １ｋＷていどまで
• 40万円程度



 2013年1月予定
 新しい公を担う研究所
 企業化の前の段階の任意団体

本所：五ヶ瀬町研究拠点
支所：九州大学島谷研究室内

 業務内容
 小水力発電導入の技術指導（他自治体向け）

 五ヶ瀬町小水力施設の見学の観光化（観光化と協
力）

 小水力発電施設の導入
 来年度 3名程度の雇用、2名のＩＵターンの
開始

 他地域への展開
 福岡県内他地域への展開 白糸、朝倉
 相談の連鎖

 水利権関係
 正常流量の科学、渓流取水の生態系影響（科学研究
費）

 渓流の正常流量手続きの簡易化（委員会・委員長：東
京）

 水利権研究会（九州地方整備局、福岡県）

 ミッシングリンクの解消
 需要は極めて多く小水力導入の組織の必要性を感じる
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地質によって大きく異なる水ポテンシャル
2000㎜降雨時の100㎢当たり流出量

１）水利権を獲得するために

・発電施設を維持できる母体が必要

・地域での合意が必要

・維持流量の設定が必要

２）渓流維持流量の設定について
国土交通省が検討を開始

簡易、生態系への影響を緩和

 五ヶ瀬町

 小水力発電の一部導入

 企業化一歩手前まで

 他の市町村への展開と比較

 課題はさらなるコスト削減（目標：水車
＋発電機＋系統連系電気施設で50万円/kW
以下)

 多様な小水力発電（発電量、利用方法）

※著作権保護のため地図ボカシ




